
 

地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進 

に係る検討会 開催要綱（案） 

 

第１ 趣旨 

  現在、住民記録、地方税、福祉など、自治体の主要な業務を処理する情報

システム（基幹系情報システム）の標準仕様を、関係府省で作成し、自治体

が標準仕様に準拠したシステムを導入することを目指している。このプロセ

スを「法制化」するとともに、「目標時期を設定」することで、自治体の業

務システムの統一・標準化が加速化されることとなっている。 

  情報システムの標準化によって、手続の簡素化、迅速化、行政の効率化等

の成果を得るためには、各自治体において、標準化されたシステムを前提と

した業務プロセスの見直しや関連業務も含めたシステム最適化、手続のオン

ライン化などに、全庁的な推進体制を確立して計画的に取り組むことが必要

である。 

  本検討会では、こうしたシステム標準化を契機として、地方自治体が取り

組むデジタルトランスフォーメーション（以下、検討会の名称を除き「Ｄ

Ｘ」とする。）の推進方策に係る検討を行うものである。 

 

第２ 名称 

  本検討会の名称は、「地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推

進に係る検討会」とする。 

 

第３ 主な検討事項 

 １ 自治体ＤＸ推進の基本的方向性（自治体ＤＸ推進の意義、国の議論、重

点的に取組むテーマ、期間） 

 ２ 自治体ＤＸの進め方（首長の役割、推進体制の確立、計画的な取組みの

方策 など） 

 ３ テーマごとの取組と手順（システム標準化・行政手続オンライン化・Ａ

Ｉ・ＲＰＡの活用 など） 

４ 自治体に対する支援（自治体ＤＸ推進のための国による基盤提供を含む） 

 ※ 上記の他、自治体ＤＸ推進に関する諸課題について検討する。 

 

第４ 構成及び運営 

 １ 本検討会の構成員は、別添のとおりとする。 

 ２ 本検討会に座長を置く。 

 ３ 座長は、会務を総理する。 

 ４ 座長は、必要に応じて、本検討会の構成員又はオブサーバーを追加する
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ことができる。 

 ５ 座長は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を

聴くことができる。 

 ６ その他、本検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定めることとす

る。 

 

第５ ワーキンググループ 

１ 座長は、必要があると認めるときは、本検討会の下でワーキンググルー

プを開催することができる。 

２ ワーキンググループの構成員は、ワーキンググループにおける調査・検

討事項に関し優れた識見を有する者のうちから座長が指名する者とする。 

３ ワーキンググループに主査を１人置く。主査は本検討会の構成員の中か

ら座長が指名する。 

４ ワーキンググループの行う調査・検討の内容については、適宜、本検討

会に対し報告を行い、必要な指示を受けるものとする。 

 

第６ 議事・資料等の扱い 

 １ 本検討会は、原則として非公開とする。 

 ２ 本検討会で使用した資料及び議事概要は、原則として、総務省のウェブ

サイトに掲載し、公開する。ただし、配付資料については、座長が必要と

認めるときは非公開とすることができる。 

 

第７ その他 

  本検討会の庶務は、総務省自治行政局地域情報政策室において行うものと

する。 



別添 

  地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進 

  に係る検討会 構成員名簿 

 

■ 構成員 

 

    石井夏生利  中央大学国際情報学部教授 

 

    楠  正憲  Japan Digital Design株式会社CTO 

 

    庄司 昌彦  武蔵大学社会学部メディア社会学科教授 

 

千葉 大右  船橋市総務部情報システム課課長補佐 

 

原田  智  京都府政策企画部情報政策統括監 

 

    弘中 秀治  宇部市総合戦略局 

ICT・地域イノベーション推進グループ リーダー 

 

森  浩三  神戸市企画調整局情報化戦略部長 

 

藪内 伸彦  田原本町総務部総務課課長補佐 

 

山口 功作  合同会社側用人代表社員 

 

吉本 明平  一般財団法人全国地域情報化推進協会企画部担当部長 

 

 

 

※敬称略、五十音順 

 


